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はじめに
　いつの時代も、新しいテクノロジーは私たちの暮
らしと働き方を変革させてきた。
　かつて「農耕革命」は、狩猟から農業への転換で
定住化を促し、社会生活の基本を築いた。18世紀の

「産業革命」では、機械化・工業化が進展し、生産性
の向上をもたらし、大量生産・大量消費の産業資本

主義社会が到来した。
　そして今、あらゆるものがデジタル化される社会
で、モバイル・インターネット、人工知能、ロボティ
クス、デープラーニング、仮想現実等の革新的なテ
クノロジーが、人間の知性を代替できるようになる
歴史的転換期の真っただ中にいる。
　古いテクノロジーから新しいテクノロジーへ置き
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換わる過程では、様々な制度や社会秩序、人に求め
られるスキルが大きく変化する。既得権者は今まで
の利益が失われ、労働者は既存の知識やスキルが陳
腐化して職を失うことに嫌悪感をあらわにし、変化
に強い抵抗を表す。そのため産業革命初期には、新
しい技術を敵視した労働者による機械打ちこわし運
動などが起こってきた。
　しかし、歴史は逆戻りしない。テクノロジーは、
人間から仕事を奪う「脅威」であり、所得低下やキャ
リア断絶といったリスクは避けられないと懸念する
声もあるが、その一方で人々の生活を豊かにし、新
たな雇用を生み出すという恩恵ももたらす一面もあ
る。そして、未知のものに対する恐怖を抱いたまま、
世の中の変化に身をゆだねているだけでは「脅威」
を克服することは出来ない。
　AI関連企業に10兆円を投資したソフトバンクの代
表である孫正義氏は、時代のトレンドの中心はイン
ターネットからAIに移るとみており、「AIは人類史
上最大の革命であり、AIを制する者が未来を制する。
10年後はAIの時代。ならば１日も早く取り組んだ方
が勝つ。分かっているなら全力で取り組むべきだ。」
と日経コンピュータのインタビューで語っている。
　AIをはじめとするテクノロジーの革新は既に私た
ちの生活に密接に関わるようになっており、どんな
職業、職種にあっても無関係ではいられなくなって
おり、今後は、一人一人が未来を予見する「未来志
向」を身に付け、それぞれがそれぞれの立場で、今
なすべきことを真摯に考え、大変革期の荒波を乗り
越えるための前向きな行動につなげていくことが重
要である。そこで、本稿ではAI時代の働き方とAI
人材育成について考察する。

１．日本の真の「働き方改革」
　人工知能が注目されるようになってきたのは、コ
ンピュータの急速な性能の向上と膨大なデータ

（ビッグデータ）の収集が可能となったモバイルの
普及とが融合したからだ。いまや人工知能は、自分
自身でルールを形成してビッグデータを統計的に処
理（機械学習）することができ、最新の脳科科学の
研究成果を取り入れて、脳内のニュートラルネット
ワークをそのまま再現（2012年先進的機械学習の実
用化・ディープ・ラーニング）することができるよ

うになったことで、急速にAIが普及することになっ
た。
　AIの進化は1950年代にパズルなどは解いたが実
用性がなかった。2011年にIBM開発の「ワトソン」
は、アメリカのクイズ番組で人間のチャンピョンに
勝利し、2016年Google系の会社が開発した「アルファ
碁」が囲碁のトップ棋士に勝ったというニュースは
世界に衝撃を与えた。そして、2045年には人工知能
が、人間の知能を凌駕する「シンギュラリティ」（技
術的特異点）に到達するとも言われており、それ以
降の知的活動は、すべて人工知能が担うようになる
という議論もある。
　IT、AI、ロボットといった新しいテクノロジーの
おかげで、私たちの生活や労働は格段に便利になっ
た。工場ではITを活用した省力化がすすめられ、危
険な労働から人間が解放された。また、オフィスで
は、PC（パーソナルコンピュータ）により作業効率
が飛躍的に向上し、オフィス外でも携帯端末とWi
－Fiによるオンラインを利用して、社内と変わらず
に仕事ができるようになった。今後、５Gでのサー
ビスが実用化されるとそれがさらに加速すると思わ
れる。さらに、すべての物がインターネットにつな
がるIoT（Internet of Things）の時代に既に突入し
ており、工場もオフィスもデジタライゼーション

（digitalization）が加速して、人々の働き方は一層大
きな変革をするだろう。
　これらの変革は良い面ばかりとは言えず、ロボッ
トは人間から肉体労働を奪い、人工知能は知的労働
も奪う。2015年に野村総合研究所より「日本の労働
人口の49％が人工知能やロボット等で代替可能」と
発表された。そこでは、国内601種類の職業について、
人工知能やロボット等で代替される可能性が高い職
業と低い職業が挙げられている。
　しかし、日本型雇用システムは、職務が限定され
ている欧米型の「職務型」とは違い、多くの配置転
換などの水平的異動により様々な職務を経験し、広
範な知識やスキルを身に付ける「職能型」で、職能
給という職能資格制度に基づく格付けによって賃金
が決まっていく、終身雇用の年功序列となっている。
よって、新しいテクノロジーが登場しても多くの労
働者は、それほど深刻な事態とは捉えていないよう
である。


